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1は じ め に
例え ば,「覆水盆 に返 らず」とで もいえば,米 国家電産業の現状 を最 も良 く形
容で きようか。 かつて我世 の春 を謳歌 していた米国家電産業 も今やす っか り尾
羽打ち枯 ら し,昔 日の面影 を失 って ほとん ど再起 不能 の状態 に陥 っている。 こ
れ とは対照的に,為 す者 は成 り,行 く者 は常 に至 るとばか りに米企業を追 い上
げ,世 界一 の家電王国を築 き上 げたのが 日本企業 であ った。 だが,因 果 はめ ぐ
り,今 や攻守所 を変 え,日 本 の家電産業 はバ ブル後 の不況 と円高圧力によ って
深刻 な空洞化 の危機 に直面 してお り,米 国家電産業が歩ん だ前車 の轍 を確実 に
踏 みつつあ る。 まさに股鑑遠 か らず といえ よう。
思えば,電 子産業 はフ レミングの二 極管(1904年)や ド・フォー レス トの三極
管(1906年)の 発明 によ って発展 の基礎 を与 え られた。特 に増幅作用 を有 す る三
極管 は電子 によ る信号 の処理 と伝送 を可能 に し,20世 紀前 半における通信工業
の発展を促 した。っ ま り電子産業 は繊維 や鉄鋼 は無論 の こと,化 学な どに比 べ
て も歴史 の浅 い産業 なのであ る。米 国電子産業 は1920年 代 にはラジオや通信
機器 を中心 に成長 したが,第2次 大戦 と共 に軍需中心 の発展へ と変化 した。戦
後 はまず民生用電子機器 が最大の部門 とな ったが,52年 以降,軍 需用電子部門
が圧倒的な比重 を占あ るに至 った。以来,72年 に産業用電子機器が最大 の部門
となるまで,米 国電子産業 は軍需中心 に発展す る。 まさに この点が民生用電子
機器を中心 に発展 した 日本 とは異 なってお り,米 国電子産業 の発展 に も大 きな
影を落 と して いるので ある。
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今,米 国の家電産業史 を思 い起 してみ ると,そ れ は米企業 が体験 した連続的
敗退 の歴史であ った といえ る。その間 に米企業 は何 らなす術 もな く外国製品 の
席捲 を許 し,国 内 市場 の ほ とん どを奪 われ て,っ いに奪 回す ることが で きな
か ったのであ る。 まず,ラ ジオやオーデ ィオ機器部門がほ とん ど無抵抗で外国
製品 の軍 門に降 った。 米国製 ラジオは1955年 には国内市場の96%を 占めて い
たが,65年 に は30%に 低下 し,75年 にはほぼゼ ロとな ってい る。テープ レコー
ダも50年 代後 半 に世界 の トップに踊 り出た 日本企業 の製 品に よって駆逐 され
た。 市場規模 の巨大 なテ レビ受像機 で も,米 企業 は輸入 の急増 によ り相次 いで
撤退 に追 い込 まれて行 った。 テ レビは米国民生用電 子機器販売高 に占ある割合
が70年60%,74年52%と 高 く,90年 において も20%を 超 えていた。に もかか
わ らず既 に87年 末 には,米 国 のテ レビメーカー一はゼニス社(市 場 シェア15%)の
み を残 して テ レ ビ生 産 か ら完全 に撤 退 して しま った。 さ らに家庭 用VTRで
は,米 企業 は早 くも開発段階での競争か ら脱落 し,戦 わず して敗北す るに至 っ
てい る。 か くして今や米企 業 は民生用電子 機器 市場 での競争 力 を完 全 に喪失
し,市 場 の大半を外国企業,特 に 日本企業 に委 ねて いるのであ る。
そ こで,本 稿で は,米 国家電産業が戦後 いかな る発展を遂 げ,ま たその過程
でなぜ衰退す るに至 ったかを検討 したい。 なお,本 稿 は家電産業 を民生用電子
機器のみに限定す る。最後 に蛇足 ではあるが,本 稿 は 「電子産業 における日米




まず,米 国電 子 産 業 が い か な る特 徴 を もつ か,分 野別 生 産構 成 の国 際比 較 を
用 いて 明 らか に して お こ う。ア メ リカ は1971年 に は主要6力 国(米 国・日本 英
国,西 ドイツ,フ ランス,イ タリァ)の 電 子 機器 生 産額 の36%を 占め,こ れ に次 ぐ
日本(18%)の2倍 の規 模 を誇 って い た。 アメ リカ は民生 用15%,産 業 用70%・




航 空 機 5.96.
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小 計 13,114.
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(資料)『 電 チ工業年鑑1973」92頁 。
43%,産 業 用30%,電 子 部 品28%で,民 生 用 の ウ ェイ トが 高 い とい う際 立 った
対 照 を 見 せ て い る。 ま た,西 ドイ ッ は民 生 用26%,産 業 用50%,電 子 部 品
24%,イ ギ リスは民 生 用26%,産 業 用47%,電 子部 品28%,フ ラ ンスは民 生 用
22%,産 業 用54%,電 子 部 品24%,イ タ リア は民生 用20%,産 業 用60% ,電
子 部品20%と な って お り,い ずれ も日本 よ り もア メ リカ に類 似 した構 成 を示 し
(1)
て いる。
だが,産 業用電子機器中心 のアメ リカ,民 生用電子機器中心 の 日本 とい った
特徴 はあ くまで も生産構造 におけるタイプの違 いであ って,必 ず しも各国 の市
場構造 を反映 した ものとはいえな い。比較優位や他 の特殊要 因が各国の生産構
造 の違 いを規定 しているので あって,電 子機器市場 の構造 はむ しろ各国 とも極
めて類似 して いるといってよい。例 えば,71年 には日本の電子機器 市場 は全体
の60%を 産 業用 電子 機器 が 占め て い る。 とい うの も産 業用 電子 機器 需要 の
10%以 上が輸入 によって充足 されて いる一方で,民 生用電子機器 につ いて は内
4商 経 論 叢 第30巻 第1号 (301)
第2表5大 電子工業国の生産額 シェア
(単 位:%)
年 ア メ リカ 日 本 イ ギ リス 西 ドイ ツ フ ラ ン ス
1958 75.1 5.3 8.1 7.3 4.3
1959 72.8 8.0 7.6 7.0 4.2
1960 72.0 9.2 6.6 7.5 4.7
1961 71.s 9.fi 6.4 7.5 4.9
19fi2 72.4 9.7 s. 6.7 4.8
1963 72.2 9.1 fi.9 6.6 5.2
19fi4 70.4 10.4 7.0 s.g 5.4
1965 69.6 9.6 7.2 8.2 5.5
19fi6 7a.2 10.4 6.5 7.7 5.2
1967 73.4 10.6 5.0 6.3 4.7
1968 72.3 ユ3.2 4.2 6.0 4.2
1969 68.9 17.0 4.0 6.3 3.8
1970 62.5 20.5 4.8 7.s 4.6
1971 ・ 19.2 5.蓋 7.9 4.0
1972 60.2 21.7 5.3 8.1 4.8
(資料)『電 臼1業年鑑1969』49頁,同書67頁より作成。
需 とほぼ同額 の輸 出が行 われてお り,そ の結果,民 生用電子機器の生産が産業
用電子機 器の生産を凌駕す るに至 って いるか らで ある。 この ことは日本が民生
用電子機 器分野で圧倒 的な比較優位 を持つ一方で,産 業用電 子分野で は比較劣
位 にあ った ことを示 している。 これ に対 して,71年 の アメ リカ電子機器 市場 は
産業用電子機 器が全体 の77%を 占めていた。か くも産業用電子機器 のウェイ ト
が高いのは膨人な軍需の存在 に由来 している。 アメ リカの国防費 は日本 のGN
Pの 約3割 に匹敵 して いたが,第1表 のよ うにその13～14%が 電子機器の購入
に向 け られて いたのである。 それゆえ軍需 を除 けば,産 業用電子機器 に対 す る
内需 は電 子機器全 体 の61%に す ぎず,日 本や西欧 諸国 とほぼ同 じ市場構造 と
な ってい ることがわかる。 とはいえ,ア メ リカは民生用で は大幅 な輸入超過,
産業 用で は大 幅な輸 出超過 だ ったか ら,産 業 用電 子機器 は生産面 で は全体 の
(2)
70%の ウ ェイ トを 占め る こ とに な ったの で あ る。
次 に,米 国 電子 産 業 が どの よ うな国 際 的地 位 を 占め て い たか を確認 して お こ
う。 第2表 を一 瞥 す れ ば,ア メ リカが 圧倒 的 な地 位 を 占めて い る こ とは0目 瞭
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然 とい え よ う。 ア メ リカ は58～66年 まで主要5力 国(米 国,日 本,英 国,西 ドイ
ッ,フ ランス)の 電 子 機器 生 産額 の実 に70%以 上 を 占めて いた。一 方,日 本 は58
年 に はア メ リカ,イ ギ リスにつ いで3位,5力 国 の生 産 額 全体 に 占め る割 合 も
僅 か5%に す ぎなか ったが,59年 にイ ギ リスを追 い抜 いて以 降2位 の地 位 を堅
持 し,66年 に は5力 国全 体 に 占め る ウ ェイ トも10%を 超 え るに至 った。ア メ リ
カ は この 日本 の 台頭 に よ り主要5力 国 に 占あ る シェ アを66～68年 の70～73%
か ら72年 の60%へ と人 幅 に低下 させ ざ るをえ な か った。 これ に対 して 日本 は
72年 に5力 国全 体 の22%(ア メ リカの36%)を 占め,さ らに73年 に は生 産額 を
167億 ドル まで伸 して ア メ リカ(396億 ドル)の45%に まで迫 った。 だ が,石 油
危 機 に伴 う個 人 消費 支 出の伸 び悩 み か ら家 電 不 況 が深 刻 化 し7家 電 中心 の 日本
の電 子 産業 は74年 に1、6%の マ イ ナ ス成 長 に陥 り,産 業 用電 子 機 器 中心 の ア メ
(3)
リカ の39%の 規模 に まで 後退 したの で あ る。
② 米国の電子産業
で は,米 国 の電 子 産 業 は戦 後 どの よ うな発展 を遂 げ たの か。第3表 に よれ ば,
1950～60年 まで の10年 間 に ア メ リカ の電 子 機 器 売 上 高 は部 品 を 除 いて25億
5,000万 ドルか ら98億7,800万 ドルへ と約4倍 の増加 を示 し,ま た70年 まで
の10年 間 に は さ らに2.6倍 増 の259億x,300万 ドル に達 して い る。 重 要 な の
はア メ リカで も51年 頃 まで は ラ ジオ や電 蓄 な ど の民 生 用 電 子 部 門 が電 子 産 業
の 中心 で あ った こ とだ。少 な くと も50年 まで は民 生 用 電 子機 器 は全 電 子 機 器
生 産額 の過 半 を 占め,51年 に お いて も全体 の46%に 達 して いた ので あ る。 だ
が,52年 に な る と,47年 頃 か ら急 増 し始 め た政 府 調達 向 け産 業 用電 子機 器 が全
体 の63%を 占め る に至 り,民 生 用電 子 機 器 は27%ま で大 幅 に シ ェアを低 下 さ
せ て い る。 政 府 調 達 向 け は53～64年 に全 体 の56～62%,65～69年 に も40～
51%を 占め て最 大 の電 子 部 門 とな って いたが,50年 代 半 ば頃 か ら目立 って増 加
し始 め た民 需 向 け産 業用 電 子機 器 が72年 に全体 の40%を 占め,37%の 政 府 調
達 向 けを逆 転 す るに及 ん で,米 国 電子 産 業 は今 日に至 るまで民 需 向 け産 業 用電
子機 器 を中心 に発 展 す る こ とにな った ので あ る。 む ろん,民 需 向 け産 業 用 電 子
機器 は既 に60年 に民 生用 電 子機 器 を凌駕 して い る。っ ま り,米 国 電 子産 業 は民





































































































































































































































































































































































































































































(資料)『 電r.[業 年鑑1975』70頁 。
(注)電 子部品 は除 いてあ る。
生用電子機器 を中心 と して発展 して きた日本 とは対照的に,産 業用電子機器 を
中心 に発展 して きた とい う説 が常識 とな って い るが,そ れ は70年 代以 降の こ
とで あって,そ の初期 において は民生用電 子機器,次 いで政府調達 向けを中心
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(4)
に発展 して きたといわねばな らないのであ る。そ こで,戦 後の米国電子産業発
展史 を時期区分 す るとすれば,51年 までを民生用電子機器時代,52～71年 まで
を政府調達時代,70年 以降を産業用電子機器時代 と呼ぶ ことがで きよ う。
以上 で見 たよ うに米 国電 子産業 は生産額 で60年 代 末まで世界 の7割 を 占め,
技術面 で も圧倒 的な優位 を誇 って いた。 む ろん,か っての強力 な競争相手 で
あった ドイッが第2次 大戦後 に凋落 した こともあ って アメ リカの優位 は一層 強
固な ものとなった。 しか も米国電子産業の発展 を促進 した最大の要因 は政府 に
よる膨大 な防衛 ・宇宙 開発関係 の研究開発投資だ ったので ある。 なぜな らば,
採算 を度外視 して投入 され る研究開発費が米国電 子産業 の技術水準 を飛躍的に
向上 させ,米 企業の成長 を促 したか らである。米国電子産業 は研究支 出に占め
る政府資金 の割合 が63%(66年)と,イ ギ リス(62年61%)を 除 き,日 本(66年
　
2%)や フ ラ ン ス(64年33%)な ど に比 べ て か な り高 か った 。 ま た,政 府 の 電 子
機 器 調 達 の 内 訳 を 見 る と,国 防 省 が66年 に82%,70年 に90%,74年 に91%と
(6)
その大部分 を占めていた。 このように政府調達時代 においては国防 支出がアメ
リカ電子産業の発展 に大 いに寄与 した ことは疑問 の余地 がない。 だが,そ うし
た中で民生 用電子機 器 は徐 々にウェイ トを低下 させ,輸 入依存度 を着実 に高あ
てい る。 そ こで,次 に民生用電子機器の動向 に焦点を絞 って検討 して行 くこと
に しよ う。
[2]家 電(民 生用電子)機 器
(1)製 品構成の推移
歴史的に見れば,民 生 用電子機器産業 は電子産業 の中で も最 も占い産業 とい
え る。アメ リカで は,そ の歴史 は ラジオ受信機が出現 した1920年 代 にまで遡 る
ことがで きる。
で は,民 生用電子機器 とはどのよ うな ものを指すのだろ うか。周知 のよ うに
民生用電子機器 は民生用電気機械 と共 に家電産業を構成 してお り,70年 代 半ば
頃の製 品構成を示 せば,お およそ第1図 のごとくな っている。即 ち,民 生用電
子機器 はラジオ受信機 テ レビ受信機 音声周波装置 の3っ に大別 できる。 む
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第1図 民 生用 電子機器 の範囲
一民生用電 子機器 一一 ラ ジオ受 信 機 一一一一 般 ラ ジ オ
ー自動 車 用 受 信 機
家艦 　テレビ受信機⊥ 磐 腹 鷺
一 音 声 周 波 装 置 … 磁 気録音再生装 置
(テ ープ レコー ダ)
民生用電気機械 一
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ハ イファイ用 スピーカシステ ム
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一フ リ ー ザ
(資料)『 電f工 業年鑑1977』563頁 。
うん,民 生用 電 子機 器 の 中で何 が 中心 的 な製 品 か は時代 と共 に変 化 して い る。
そ こで,第4表 を みれ ば,白 黒 テ レビ(TV)が60～62年 まで40%以 上,63～




年 1960 1961 19fi2 19fi3 1964 1965
白 黒TV 750 758 851 841 896 910
CTV 47 56 154 258 488 959
ラ ジ オ 190 190 XO7 179 2fi7 328
自動 車 用 ラ ジオ 154 134 181 206 205 248
電 蓄 359 304 389 421 440 505
テ ー プ 機 器 21 75 81 110 135 X70
電 子 オ ル ガ ン 51 56 94 97 103
他 の 電 子 楽 器 12 16 19 24 27 42
電 子 キ ッ ト
272 157 252 Zso 286
35
補 聴 器 36
そ の 他 241
合 計 1,805 iii 2,190 2,403 2,841 3,577
1966 1967 ・・: 1969 1970 1971 1972 1973
756 555 591 554 518 621 649 5so
1,861 2,015 2,086 2.03 1,684 2,355 2,$25 3,097
346 333 371 422 380 487 sos 572
267 259 330 pis 271 315 377 391
li
528 480 503 490 376 425 X77 502
159 181 225 278 424 707 861 998
94 90 101 121 115 147 177 zo7
39 36 37 40 43 46 51 54
41 40 46 44 42 49 54 56
37 35 36 37 36 42 48 51
272 Zgo 304 320 28Q 347 417 433
4,400 4,304 4,630 4,fi53 4,lss 5,541 x,642 6.92
(資料)『 電子工業年鑑1971-72』74頁,『 電n業 年鑑1975』70頁 より作成。
(注)販 売高は生産+輸 入。
27%ま で増 加 した カ ラ ー テ レ ビ(CTV)に 首 位 の 座 を 明 け渡 し,73年 に は僅 か
8%ま で 落 ち込 ん で い る。 一 方,CTVは60年 に は僅 か3%に す ぎな か っ た が,
63年 に11%,64年 に17%と 急 増 し,65年 に首 位 にr_ち,67年 に は46%の ピー ク
に達 す るが,そ の 後 は 漸 減 傾 向 を 示 す もの の,73年 に お い て も44%を 占 あ て い
た。 っ ま りア メ リカ で は,CTVが60年 代 半 ば に 白黒TVに 取 って 代 わ った の
で あ る。 因 み に,日 本 で は 白黒TVか らCTVへ の 転 換 点 は ア メ リカ よ り3年
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第5表 アメ リカの民生 用電子 機器 産業
(単 位:1億 ドル,%)
年 生 産 額 国内消費額 輸 出 額 輸 入 額 輸入依存率
1972136 53 2 19 3?
1973142 so 3 22 3fi
1974139 57 4 22 39




　一　 }}… 層}皿 皿
197814fi















(資 料)『 電r[::年 鑑1979』171頁 。
第2図 輸入依存度








(資 料)『'電rn業 をF鑑1975』76頁,『 電
r⊥ 業 年 鑑1979』173頁,『 世 界 の
電 ヂ1二業 ・電 一1年 鑑 別 冊1981』
韮5頁,『 世 界 の 電 臼 二業 ・電 子 工二業
年 鑑 別 冊1982』27頁 よ り作 成 。
後 の68年 で あ った とい う。 ま た,60年
に 全 体 の20%で2位 を 占 め て い た電 蓄
は,64年 に は15%ま で減 少 してCTVに
追 い抜 かれ て3位 とな り,70年 に はテ ー
プ機 器(10%)と ラ ジオ(9%)に も凌駕 さ
れ て5位 に ま で 転 落 して い る。要 す る
に,民 生 用電 子機 器 に お いて は,60年 代
前 半 まで は白黒TV,60年 代 後 半以 降 は
CTVが 最 大 の製 品 で あ った とい え よ う。
とは いえ,ア メ リカの家電 生 産 は既 に
70年 代 初 め に は 斜 陽 化 傾 向 を 示 す に
至 った。 米 企 業 が ヨー ロ ッパ諸 国 や メ キ
シコ,台 湾,シ ンガ ポー ルな どの発展 途
上 国 へ の直接 投 資 を活 発 化 させ,製 品 を
逆 輸 入 す る傾 向 を 益 々 強 め た か らで あ
る。 そ の結 果,米 国 内 の家 電 工場 は相次
い で 閉 鎖 され,空 洞 化 が 急 速 に進 展 し
(7)
た。
む ろん,か か る空洞 化 の進 展 は当然 に
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家 電製 品 の輸入 を激増 させ るこ とに な った。 例 え ば,第5表 を見 る と,ア メ リ
カの家電 輸 入依 存 度 は既 に72年 に は37%に 達 して い たが,第1次 石 油 危機 を
経 て76年 以 降 に は さ らに上 昇 し,78年 に は実 に48%に も及 ん だ ので あ る。 ま
た,テ レ ビの輸 入依 存 度(輸 入/生 産+輸 入)を 見 れ ば,第2図 の ご と く白黒TV
は既 に60年 代 末 か ら顕 著 な増 加 を示 し,石 油危 機 以 降 に は さ らに増加 が加 速
され たが,一 方,CTVは 石 油危 機 以 降 にな って か らよ うや く急 速 な増 加 を見 せ
始 め た。CTVは76年 に は輸 入(金 額)が37%を 占 め る まで に な った(そ の89%
(s)
が対 日輸入)が,78年 に はむ しろ26%(同58%)ま で低 下 して い る。
② ラ ジ オ
米 国 の ラ ジオ市場 は民 生 用電 子 機 器 市場 の16(64年 にTVの43%)～15%(72
年に同28%)を 占め,73年 に テー プ機 器 に追 い抜 かれ る まで テ レビに次 ぐ重 要
(9)
な家電 製 品 で あ った。 しか もア メ リカ は47年 頃 まで ラジ オの 主要 輸 出国 で も
あ った。 だが,そ れ以 降 は輸 出不 振 と輸 入 増 加 によ って家 庭 用 ラジオ(卓 上用,
時計付,ポ ータブル)の 生 産 台数 は第6表 の如 く47年 を ピー クに減 少 傾 向を辿 っ
た。 即 ち,家 庭 用 の生 産 台 数 は47年 の1,654万 台 か ら54年 の590万 台 へ と
64%も 減 少 し,66年 に よ うや く1,420万 台 まで回復 したが,そ の後 は再 び減 少
して い る。一 方,米 企 業 が競 争 力 を維 持 して い る自動車 用 ラジオ の生産 は47～
65年 に3倍 に増 加 した が,そ れ以 降 はや や停 滞 して い る。 これ は 自動 車用 ラ ジ
オ の販 売 台数 が第7表 の よ うに増加 傾 向 を示 した に もかか わ らず,67年 以 降,
(10)
輸入 増 加 に よ って国 内生産 が鈍 化 す るに至 った か らで あ る。 か く して 全 ラ ジオ
生産 台 数 は47年 の2,000万 台 か ら1,003万 台 まで 半減 した後,ポ ー タ ブル ラ
ジオ と自動 車 用 ラジオ の好 調 に支 え られて増 加 し,65年 に ピー クの2,412万 台
に達 したが,そ れ以 降 は再 び停 滞 して い る。
そ こで,次 に輸入 品 につ いて も う少 し詳 し く見 てお こ う。50年 代 後 半 か ら急
増 し始 あ た外 国 製 家 庭 用 ラ ジオ(外 国 ラベル輸入 品)の 販 売 台 数 は61年 に は
x,206万 台 を超 え,米 国 ラベル(米 国 ラベル輸入品を含む)を 凌 駕 した。 その うち
対 日輸入 は1,143万 台(金 額7,200万 ドル,平 均単価6.28ド ル)で,全 ラ ジオ輸 入
額 の88%を 占あ て い た。 特 に トラ ンジス タ ラ ジオ(米 国のポータブルに相当)で
12商 経 論 叢 第30巻 第1号 0293)




















































































































































































































































































































(資 料)『 電 子』1970年10月 号,52頁,1971年9月 号,52頁 より作 成。


























は,対 日輸 入 は全体 の94%(967万 台)に も達 し,金 額 で約6,200万 ドル(平 均
単価は6.41ド ル)に 上 った ので あ る。因 み に,ト ラ ンジス タラ ジオ の輸 入額 は約
s,700万 ドルで,61年 の電 子機 器 輸 入総 額 の37%を 占め て い た と い う。ま た,
ポー タブル ラ ジオ市 場(1億7,500万 ドル)は 外 国企 業 に よ って約40%の シ ェア





卓 上,時 計 付,ポ ー一タ ブ ル ラ ジ オ
自動車用 ラジオ 計
米 国 ラベル 外国ラベル輸入品 計









































































































































































(資 料)『 電 子 』1970年10月 号,54頁(1969年 の 外 国 ラ ベ ル輸 入 品 台 数 は 『電 子 』1978年7月
号,26頁 の 表9を 用 い て 修 正)。
(注)(D推 定 。{2}900万 ドル 相 当 の 外 国 ラベ ル 輸 入 品622,000台 が 含 ま れ る。(3)3,000万 ドル 相 当
の 外 国 ラ ベ ル 輸 入 品1,814,000台 が 含 ま れ る 。44)3iao万 ド ル 相 当 の 外 国 ラ ベ ル 輸 入 品
1,791,000台 が 含 ま れ る。
(ID
25%に も達 した。 これ に対 して米電 子 機械 工 業 会(EAI)は59年9月 に国 防 産
業 へ の脅 威 を理 由 と して 日本 の ラ ジオ輸 出 を阻止 しよ うと提訴 したが,62年4
(12)
月 に シ ロ の 裁 定 が 下 さ れ,頓 挫 す る に 至 っ た。
そ の 後,ラ ジオ の対 日輸 入 台 数 は62年1,167万 台,63年1,187万 台,64年
1,044万 台 とや や 伸 び悩 ん で い る。 そ の理 由 は 貿 易 摩 擦 の 表 面 化 に 加 え て,平
均 単価 が 米 国 製 で は62年21.14ド ル,63年19.82ド ル,64年20.09ド ル,65
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年19.41ド ル と着 実 に 低 下 して い る に もか か わ らず,日 本 製 で は61年6.28ド
ル,62年6.45ド ル,63年6.35ド ル,64年7.40ド ル,65年7.63ド ル と逆 に
上 昇 して い る点 に あ るだ ろ う。 こ う した 傾 向 は トラ ン ジ ス タ ラ ジ オ に お い て よ
り顕 著 で あ る。そ の 対 日輸 入 台 数 は62年982万 台,63年1,018万 台,64年898
万 台 とや は り伸 び悩 ん で い る。 そ こで,日 本 製 トラ ン ジ ス タ ラ ジ オ の 価 格 を 見
る と,61年6.41ド ル,62年6.53ド ル,63年6.46ド ル,64年7.42ド ル,65
年7.70ド ル と予 想 に違 わ ず 価 格 が 上 昇 して い る。 こ の 間 に 香 港,台 湾,韓 国 な
ど か らの 輸 入 価 格 は大 幅 に下 落 し,そ れ に伴 って 輸 入 台 数 も激 増 した 。 香 港 を
例 に 挙 げ れ ば,平 均 単 価 が61年6.27ド ル(日 本製 の98%),62年5.10ド ル(同
78%),63年3.68ド ル(同57%),64年3.52ド ル(同47%),65年3.06ド ル(同
40%)と 半 値 以 下 と な る一 方 で,対 米 輸 出 台 数 は61年19万 台,62年63万 台,
63年96万 台,64年200万 台,65年430万 台,66年842万 台 と破 竹 の 勢 い で 増
加 して い る。 そ の 結 果,対 米 トラ ン ジ ス タ ラ ジ オ 輸 出 台 数 に 占 あ る 日本 の シ ェ
ア は61年 の94%か ら66年 の52%へ と激 減 し,一 方,香 港 の シ ェ ア は2%か ら
(13)
36%へ と急上 昇 した ので あ る。 つ ま り,ト ラ ンジ ス タ ラジオ は既 に プ ロ ダク ト
サ イ クル論 で い うと ころの標 準 品 の段 階 に達 して お り,低 賃 金 が競 争 力 の決 め
手 とな って い た と いえ よ う。 む ろん,そ れ は別 の面 か ら見れ ば,日 本 企 業 が対
米 輸 出 の 主力 製 品 を付加 価 値 の高 いテ レビに シ フ トさせ て行 った結 果 で もあ っ
た。
家 庭 用 ラ ジオ市 場 は60年 の米 国 製60%,輸 入 品(米 国 プランド)1%,輸 入 品
(外国 ブラン ド)39%,輸 入 品 合計40%か ら66年 の それ ぞ れ32%,12%,56%,
68%へ と米 国 製 が 半減 しyOEMの 増加 もあ って輸 入 品 が 約7割 を 占め た。FM
付 ラ ジオに限 定 す れ ば,61年 に は米 国 製90%,輸 入 品(米 国製 ブラン ド)0%,
輸 入 品(外 国 ブラン ド)10%,輸 入 品 合 計10%と 米 国 製 が圧 倒 的 優位 に あ った
が,66年 に はそれ ぞ れ33%,14%,53%,67%と 家 庭 用 ラ ジオ全体 と全 く同様
(14)
の傾 向 とな って い る。 いず れ に せ よ米 国 ラ ジ オ産 業 は60年 代 前 半 まで に完 全
に競 争 力 を失 って しま った とい って よ い。米 国 に お け る ラ ジオの使 用 台 数 は第









カ ー ラ ジオ その他 計
1950 18 81 99 11 17
　
191 21 84 io5 16 18
1952 23 87 110 21 20
1953 25 88 113 27 21
1954 27 89 116 32 22
1955 29 91 120 38 24
1956 32 93 iz5 43
一 一
(0.1) 26
1957 35 95 130 47 {0.2) 27
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(資 料)「 世 界 の 電 一子 「業 ・電 子 τ「業 年 鑑 別 冊1982年 』21頁,
n.a.は 資 料 な し。
「電 子 』1963年1月 号,48頁 。
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第9表 民 生用電子 機器 の市場 規模 ・輸入 依存 率(X978年)
(単 位:100万 ドル)
ラ ジオ/テ レ ビ産 業
テ レ ビ
カ ラ ー テ レ ビ
白 黒 テ レ ビ
半 組 立 品
ビデ オ テ ー プ レ コー ダ/ビ デ オ デ ィス ク
音 響 製 品
ラ ジ オ
家 庭 用(除 くハ イ フ ァイ)
カ ー ラ ジ オ
ラ ジ オ/電 蓄
電 蓄 ・ス テ レオ コ ンパ ク ト
ハ イ フ ァ イ ・コ ンポ
テ ー プ レ コ ー ダ




ホ ー ム コ ン ピ ュ ー タ
電 子 レ ン ジ
CBラ ジオ
家 庭 用 テ レ ビ ・カ メ ラ
煙 検 知 器 ・侵 入 警 報 装 置
エ レク トロ ニ ッ ク ・ウ ォ ッチ
エ レク トロ ニ ッ ク ・ゲ ー ム L


























































































(資料)U.S.IndustrialQutlook1984.(但 し 『電子』1980年8月 号,45頁)。
が,そ の 大 部 分 は輸 入 品 の増 加 に よ って 埋 め られ て 行 っ た の で あ る(例 えば,第
9表 の よ うに78年 には家庭 用 ラ ジオの輸入 依存度 は既 に100%に 達 して い る)。
(3)音 声周 波装置(テ ープ レコー ダ,電 蓄)
ま ず,電 蓄 が 米 国 の 民 生 用 電 子 機 器 市 場 で 占 め る シ ェ ア か ら見 て 行 こ う。 電
蓄 の シ ェ ア は57年 の10%か ら59年 の18%に 増 加 し,60年 ま で テ レ ビ に次 ぐ
部 門 に ま で 成 長 した が,早 く も61年 に は ラ ジ オ に追 い抜 か れ,次 い で70年 に
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は9%ま で縮 小 して テ ープ機 器 に まで抜 かれ,73年 現 在,7%と 低下 傾 向が続 い
て し!署。な お,電 蓄 は57年12月 の ス テ レオ レコー ドの発売 や58年 初頭 の ステ
レオ ・カ ー ト リ ッ ジの 出 現 な ど に よ って ス テ レ オ化 が 急 速 に 進 展 した 。 そ の 結
果,58年 に は27%だ っ た ス テ レオ(モ ノラル73%)が59年 に は71%(同30%)
と一 気 に 逆 転 して い る。電 蓄 の 国 内 販 売 は56年379万 台(金 額 は1億4,000万 ド
ル),60年452万 台(3億5,900万 ドル),65年613万 台(5億500万 ドル),72年
721万 台(6億4,900万 ドル),78年480万 ドル(8億1,000万 ドル)と,台 数 で は
(16)
72年 を ピー クに減 少 傾 向 にあ るが,金 額 で は逆 に増加 して い る。 また,型 式 別
(ポータブル ・卓上 とコンソール)の 販 売 台数 を見 る と,ポ ー タブル ・卓 上 型 は56
年 の86%か ら65年 の71%(金 額では25%),78年85%(80%)と 台数 のみ な らず
金額 で も圧倒 的 な シ ェアを 占 めて い る。
輸入 品(外 国 ラベル)の 電 蓄 市 場 に 占め るシ ェ アは台数 で は67年 の18%(金 額
では4%)か ら70年 の29%(ll%),72年 の28%(23%)と 高 ま って い る。 む ろ
ん,こ れ に加 えて米 国 ラベル の輸 入 品 が存 在 す るが,そ の統 計 は入手 で きな い。
ま た,輸 入相 手 国 別 内訳 は66年 にっ いて しか得 られ な いが,電 蓄 は 日本60万
台(シ ェア86%),オ ラ ンダ8万 台(11%),ラ ジオ付 電 蓄 は 日本79万 台(シ ェア
95%),西 ドイ ツ2胎(2%)と な って(i?}1Z」。 その後 滝 蓄轍 台数 は78年1こ
約2,980万 台(カ ープ レーヤを含 む)に 達 し,電 蓄 市場4,800万 台 の62%を 占め
るに至 った とし1署。さ らに第9表 に よれ ば,輸 入 依 存 度(金 額)は 電 蓄 ・ステ レ
オ コ ンパ ク トで43%,ハ イ フ ァイ コ ンポで64%に も達 して お り,米 企 業 は70
年 代後 半 に は電 蓄部 門 にお い て も完全 に競争 力 を失 った と見 て よい。
次 に テ ー プ機 器 につ い て見 る こ とに しよ う。 テ ー プ機 器 は62年 に は米 国 の
民 生 用 電 子機 器 市場 で僅 か2%の シェ アを有 す るにす ぎな か った が,70年 に は
10%を 占めて電 蓄 を追 い抜 き,73年 に は14%に 達 す る まで に成 長 した。特 に家
庭 用 テ ー プ レ コー ダ の国 内販 売 台 数 は60年 の30万 台(金 額では1,463万 ドル)
か ら65年345万 台(1億2,227万 ドル),72年1,027万 台(4億4,475万 ドル)と
激増 して い る。 だが,か か る旺盛 な需 要 に積極 果敢 に対応 した の は残 念 な が ら
米企 業 で は な く,海 外 か らの輸 入 品(米 国 ブランド輸入品を含む)で あ った。例 え
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(資 料)『 電f』1969年2朋 ・6碩,1970年9月 号 ,5碩,1973年6朋,3領 よ りfl・成 。
(注)(a)0.5%ノk満 。
ば,64年 に は米 国 製 は49万 台 に す ぎず ,輸 入 品 が326万 台(4,601万 ドル)を 占
め・ 中 で も 日本 製 が316万 台(4 ,117万 ドル)と/t:倒 的 シ ェ ア だ っ た。
そ こ で,輸 入 相 手 国 別 内 訳 を一 瞥 す れ ば,台 数 で は 日本96.7%,オ ラ ン ダ
1.o%,ノ ル ウ ェ ー-d .2%,英 国1.0%,西 ド イ ッd .8%,同 じ く 金 額 で も
89.5%,2.8%,1」%,2 .7%,2.8%と 日本 の 独 壇 場 と い っ て よ い
。 む ろ ん,
これ は 日本 製 の 平 均 輸 入 価 格 が13 .03ド ル と,オ ラ ン ダ製 の39 .85ド ル,ノ ル
ウ ェ ー 製 の76.60ド ルf英 国 製 の40 .80ド ル,西 ドイ ッ製 の51 .60と 比 べ て1/
3-1/6と 格 段 に安 か ったか ら錫 留.で は,日 本製 テ ー プ レコー ダ は何 故 か く
も高 い競 争 力 を持 ち得 た のか。 そ れ は 日本 企 業 が1957年 頃 か らテ ー プ レコー
ダに トラ ン ジス タを積 極 的 に採 用 し,製 品 の小 型 化,高 性 能化,コ ス トダ ウ ン,
価 格 切下 げな どを 図 り,内 外 の需要 を拡 大 して 規模 の経 済 を達 成 したか らで あ
(20)
る。 か く して米 国 の テ ー プ レコ ー ダの輸 入 依 存度 は第10表 の よ うに台数 で は
60年 の71%か ら70～72年 の96%へ と高 ま り,金 額 で も60年 の41%か ら70
年 の83%,72年 の96%へ と上 昇 し,78年 に は100%,っ ま り国 内生 産 が ゼ ロ と
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な ったのであ る(第9表)。
ところで,実 は前掲 の第10表 は米国家電産業 の衰退要因 を説 明 して くれ る
貴重 な資料で もあ る。即 ち,同 表 は以下 のよ うな点 を示 している。第1に,米
国製 は65年 頃 までは台数で の シェアを縮小 させなが らも,金 額 で はほとん ど
シェァを落 と していない。っ まり米企業 は輸入品 の急増 に対 して利幅の大 きい
高額商品に特化 す ることによ って収益の確保を図 り,60年 代前半 までは一応成
功 してい るかのよ うに見 え るので ある。 しか し60年 代後 半には台数 での シェ
ア低下 に拍車が掛 る一 方で,金 額 における シェア も急速 に縮小 した。第2に,
米企業 は60年 代後半以 降,米 国 ラベル輸入 品の調達 を積極 的に拡 大 させ るこ
とによ り,社 内生産 の縮小 を補完す るとい う安 易な戦略を採 った。 な るほど,
この戦略 も短期的 には成功 したか に見えたが,や がて国内生産 の空洞化 とい う
陥穽 にはま り込 んだのである。第3に,輸 入品(外 国ラベル)は60年 代前 半に既
に台数で7～8割 を占めていたが,金 額で はその半分 に も達 していなか った。し
か し60年 代後半以降 両者 の格差 が大幅 に縮小 し,70年 代 に入 るとほぼ消滅
して行 ったのである。 むろん,こ れ は米国市場 を席捲 した 日本企業 の常套的海
外戦略 と呼 ばれ るものの賜物 といえる。即 ち,日 本企業 は外国市場 に参入す る
時 にはまず低価格帯 か ら攻略 し,し か る後 に高価格帯 を もじわ じわ と支配 す る
という戦略を採 り,赫 赫 たる成功を収 めて きたが,こ のケースで も完全 に成 果
を上 げている。ともか く,米 企業 は70年 代 に入 ると肝心 の高付加価値戦略で も
破綻 を来 し,70年 代後 半には完全 な撤退 に追 い込 まれ,輸 入 に全面的 に依存す
るに至 ったので ある。 しか も米企業 はテープレコーダ産業か ら撤退 したために
次の ドル箱 商品 たるVTRへ の参入 を も断念 せざ るをえず,日 本企業への完全
な依存を余儀な くされた。 とい うの もVTRは 磁気記録 によ ってテープに電気
信号を記録 して再生す る機械で あり,そ の電気信 号が画像 と音声 とい う異 な る
信号だ という点 を除けば基本的原理 は変 らず,テ ープ レコーダを複雑かつ精密
(2l}
に した ものがVTRだ とい って よいか らで あ る。
(4)テ レビ(白 黒TV,CTV)
米 国 の テ レ ビ販 売 高 は57年 に米 国 民 生 用電 子 機 器 販 売 高 の46%,60年 に
20商 経 論 叢 第30巻 第1号
0285)
44%(CTVの みで は3%)を 占 め て い た が
,64年49%(17%),65年52%(27%)
と増 加 し,67年 に は ピー クの60%(47%)に 達 した
。 だ が,そ れ 以 降 は70年
53%(40%),73年53%(45%) ,76年50%(42%),83年32%,85年28%と 次
第 に シ ェ ア を 低 下 させ て い る。
ま ず,テ レ ビの 市 場 規 模(生 産+輸 入)は46年 の6
,000台(金 額 は100万 ドル)
か ら50年736万 台(13億9,700万 ドル) ,55年774万 台(10億780万 ドル),60年
538万 台(7億s700万 ドル) ,65年1,145万 台(18億6,900万 ドル)と 拡 大 し,72
年 に ピ ー一クの1,708万 台(34億7,400万 ドル)に 達 した 。 そ れ 以 降 は76年1
,413
万 台(33億8,800万 ドル),78年i,741万 台(43億800万 ドル)
,79年1,662万 台
(41億111万 ドル)と 台数 で は停 滞 して い るが,金 額 で は増 加 傾 向 を辿 ・鍵 。こ
の うち 白 黒TVの 販 売 台 数 は46年 の6 ,000台 か ら50年 の736万 台 へ と急 増
した後,55年774万 台,60年571万 台 と低 迷 し,65年 に ピ・一クの875万 台 に到
達 した。それ以 降 は70年690万 台,72年824万 台 か ら70年 代 後 半の600万 台
へ と再 び低 迷 す る に至 った。 販 売額 は46年 の100万 ドルか ら50年 に は早 く も
ピー クの13億9 ,700万 ドル に達 し,52～55年 に は10億 ドルの水 準 を維 持 した
もの の,60年7億5,000万 ドル,70年5億1 ,800万 ドル79年5億6,500万 ド
ル と縮小 傾 向 を辿 って い る。
一 方,CTV販 売 台数 は54年 の5,000台 か ら60年 の12万 台 へ と普及 に か な
り手 間取 った が,そ の後 は64年140万 台,65年269万 台,66年501万 台 と急
増 し,7Q年 代 に入 って も71年727万 台,73年1,007万 台 とハ イ ペ ー スで増 加
した。 だが,そ れ以 降 は低 迷 し,73年 の水 準 を超 え た の は78年 で,LO67万 台
で あ った。販 売 額 は54年 の200万 ドル か ら60年 の4 ,700tJド ル と低 迷 した
が,65年 に は9億5,900万 ドル に達 して 白黒TV販 売額 を凌 駕 し,66年18億
6,100万 ドル,70年22億200万 ドル,73年36億5 ,700万 ドル,78年43億800
万 ドル と い う推 移 を辿 って い る。 さ らに外 国 ラベ ル輸 入 品 の動 向 を見 る と,白
黒TVは 台数 で60年 の2,000台(金 額で9万 ドル)か ら62年14万 台(1 ,000万 ド
ル),65年34万 台(2,000万 ドル),69年196万 台(9,400万 ドル)と 累増 して い る。
つ ま り外 国 ラベ ル輸 入 品 の 占め る割 合 は台 数 で62年 の2%(金 額 で1%)か ら
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69年 の27%(17%)へ と増 加 したの で あ る。 む ろん,CTVの 輸 入 台数 も68年
の24万 台(金 額で3,900万 ドル)か ら69年 の45万 台(7,000万 ドル)へ と顕 著 な
増 加 を示 した。だ が,69年 の外 国 ラベ ル輸 入 品(CTV)の 割 合 は台数 で7%,金
(23)
額 で は僅 か に3%に す ぎな か った。
む ろん,対 日輸 入 台 数 も62年 の13万 台(米 国での市場 シェア2%)か ら63年
39万 台,64年71万 台,65年105万 台,66年143万 台 と激 増 した。輸 入 テ レ ビ
に 占め る 日本製 の シェ アは65年 の100%か ら66年 の94%(カ ナダが5%)の 水
(24)
準 に あ った。 外 国 製 テ レ ビの輸 入 が顕 著 とな ったの は67年 以 降 の こ とで,70
年 に は第2図 の よ う にCTV市 場 の17%,白 黒TV市 場 の52%を 占 あ る に
至 った。とは いえ,米 国CTV市 場 にお け る輸 入 品 の シェ アは69～74年 に14～
17%の 範 囲 に あ り比 較 的安 定 して いた。 だ がi75年 後 半 にな ると外 国 製(特 に
日本製)CTVの 流 入 が急 増 し,輸 入 台数 は同年 後 半 に米 国 市場 の22%(通 年では
20%)を 占あ るに至 った。さ らに翌76年 に は輸 入 台数 は35%ま で上 昇 したが,
これ を ピー クに以後 漸 減 し,79年 に は9%ま で低 ドした。しか しそ の一 方 で は,
日系企 業 が 米国 で の現 地 生 産 を増 加 させ た ので,外 国企 業 の 市場 シェ アは逆 に
(25)
40%ま で 拡 大 して い る。因 み に,米 国 製 テ レ ビの 平 均 価 格 は60年137ド ル,62
年142ド ル,64年145ド ル,65年160ド ル と上 昇 傾 向 を 示 した 。 これ に対 して
日 本 製 テ レ ビ の 平 均 輸 入 価 格 は62年55.80ド ル,63年56.60ド ル,64年
54.60ド ル,65年55.60ド ル とか な り低 い水 準 に維 持 され た の で あ る。 こ の た
め 特 に 日本 製 テ レ ビ と直 接 的 な 競 合 関 係 に あ る米 国 製 卓 上 ・ポ ー タ ブ ル型 テ レ
ビの 価 格 は輸 入 の急 増 と共 に62年118.75ド ル,63年99.92ド ル,64年99.15
ドル,65年95.15ド ル と 日本 製 の2倍 以 上 の水 準 か ら1.7倍 に ま で 価 格 差 が 次
(26)
第 に縮 小 して行 った。 っ ま り日本 製 を 宅 と した低 価 格 テ レ ビの輸 入 が激 増 す る
と同時 に,こ れ と直接 競 合 す る米 国製 卓 上 ・ポ ー タ ブル型 テ レビの価格 も下 落
せ ざ るを得 な か ったの で あ る。
次 に型式 別 需 要動 向 を一 瞥 す る と,卓 上 ・ポ ー タ ブル型 が徐 々 に シェ アを高
めて い る。 まず,白 黒TVは,60年 に は卓 上 ・ポ ー タ ブル型57%,コ ンソール
型39%と い う比 率 で あ った が,70年 にな る と前者 が92%を 占め,後 者 は僅 か
22商 経 論 叢 第30巻 第1号 (2$3)
8%に 激 減 して78年 以 降 は ほ ぼ 姿 を 消 す に 至 った の で あ る。 一 方,CTVは70
年 に は卓 上 ・ポ ー タ ブ ル型54%yコ ン ソ ー ル 型44%,コ ン ビ ネ ー シ ョ ン型3%
と い う構 成 比 で あ っ た が,76年 に は卓 上 ・ボ ー・タ ブ ル 型71%,コ ン ソ ー ル 型
29%,同 じ く80年 に は そ れ ぞ れ78%,22%と や は り卓 上 ・ボ ー一タ ブ ル型 が 圧
(2?)
倒 的 な ウ ェイ トを 占 め るよ うに な った。 この よ うに米 国 の テ レ ビ需 要 が70年
代半 ば以 降 完全 に卓上 ・ポー タブル型 へ と移 行 した に もかか わ らず,米 企 業 は
ブ ラ ン ドカ を過 信 しす ぎて利 幅 の大 きい コ ンソー ル型 に あ くまで も固執 し,競
(28)
争 力 を喪 失 して行 った の で あ る。 しか もテ レ ビは次 第 に 自動 調 整 機 能 や 電 子
チ ュ ーナを装 備 した もの が増加 す る傾 向 に あ り,こ れ と関連 して ワイ ア レス ・
リモ コ ン ・テ レ ビの人 気 が 高 ま り,リ モ コ ン装 備 率 は76年 の10%か ら78年 の
16%ま で 上昇 した。
もち ろん,技 術 面 で いえ ば,テ レビ受 像 機 が急 速 に ソ リッ ドス テ ー ト化 され
た点 の方 が は るか に重 要 で あ ろ う。 オ ール ・ソ リッ ドステ ー ト式 テ レ ビ(ブ ラ
ウン管以外 は全て ソリッ ドステー ト化 された もの)は72年 に はCTVで 全 体 の僅 か
25%に す ぎな か ったが,76年 に は 白黒TVは 無 論 の こ とCTVで もほ ぼ100%に
達 して い る。周 知 の よ うに ソ リッ ドステ ー ト化 は高 性能 化,信 頼 性 向上 や価 格
低 下 な どに加 えて 省 エ ネの面 で も大 きな利点 を持 って い る。例 え ば,オ ール ・
ソ リ ッ ドス テ ー ト式CTV受 像機 は消費 電 力 が全 真 空 管 式 の2分 の1以 下 にす
(29)
ぎず,電 力料金 の 大幅 な節 約 を図 れ る とい う。 に もか か わ らず米 企 業 は この ソ
リッ ドステ ー ト化 の面 で も日本企 業 の後塵 を拝 す る ことに な った の で あ る。
最後 に,テ レ ビが ア メ リカ の家庭 に どの程 度 まで普 及 して行 った かを 見 て お
こ う。普 及 率(白 黒TVを 含む)は60年 の88%(1世 帯1台77%T2台 以上11%)
か ら70年 の96%(同67%,29%),76年 の98%ま で 上昇 し,電 話機 や冷 蔵 庫,
あ る い は風 呂桶 の普及 率 を も上 回 り,し か も4分 の3以 上 の世 帯 が2台 以 上 の
(30)
テ レ ビを保有 す るに至 った とい う。また地 域 別 に見 れ ば,普 及 率 は61年5月 に
全 国平 均 で89%(テ レビ保有2台 以上12%)で あ った が,北 東部 地 区 で は94%と
さ らに高 く,中 央北 部 で91%,西 部 で も90%に 達 す る もの の,南 部 で は88%と
(3D
や や低 水 準 にあ った。 な お,テ レ ビ製造 企 業 数 は1941年 の2社 か ら40年 代 後
(282) 米国家電産業の衰退23
半 に激 増 し,50年 に は最 高 の140社 に まで達 した が,規 模 の経 済 効 果 が大 き く
な った た め に60年 に は27社 まで減 少 した。 既 に61年 に はあ る程 度 の シ ェ ア
を持 っ企 業 はRCA,ゼ ニ ス,モ トロー ラ,ア ド ミラル,ワ ー ウ ィ ック と他 の数
(32)
社 に限定 されていた とい う。そこで,次 に60年 代後半以降,米 国民生用電子機
器 の中で最大部門 とな ったCTVが どうして競争力 を失 い,ま たその ことが家
庭用VTRの 実用化 に如何な る影響 を与 えたかを検討 し,米 国家電産業 の衰退




周知 の よ うにCTVの 実 用 化 は50年 代 に入 って か らの こ とで あ る。米 国 で は
40年 代 にRCAの 電 子 方式 とCBS研 究 所 の機 械 走 査方 式 が覇 を競 って いたが,
よ うや く53年 に全米 テ レビ方式委 員 会(NTSC)の 勧 告 に基 づ いてRCAの ト
リー カ ラー方 式(NTSC方 式)が 業 界 規 格 と して定着 した。 とは いえ,NBCと
CBSの 両 局 が翌54年 に カ ラ ー放 送 を開 始 した もの の,CTVは 白黒TVと は
(33)
違 っ て 容 易 に 普 及 しな か った 。CTVは50年 代 に は販 売 不 振 に喘 え い だ が,本
格 的 な カ ラー 放 送 が 始 ま る61年 以 降 に な っ て 漸 く普 及 期 を 迎 え(第11表),65
年 に 販 売 金 額 で,ま た68年 に は販 売 台 数 で,そ して78年 に は国 内 使 用 台 数 で
も白 黒TVを 凌 駕 した の で あ る。
この よ う にCTVの 販 売 が 順 調 な 伸 び を 示 す 一 方 で,米CTVメ ー一カ ー は70
～79年 の 間 に市 場 占 有 率 を73%か ら55%ま で 低 下 さ せ た 。例 え ば,第12表 の
如 く79年 に は外 国 ブ ラ ン ド(マ グナボ ックス,ソ ニー,松 ド,モ 洋,シ ャープ,日 立,
三 菱,東 芝)が 米 国 市 場 の27%,ま た 外 国 企 業 か らOEM供 給 を受 け て い る人 手
小 売 業 者 の プ ラ イ ベ ー トブ ラ ン ド(シ ァー ズ,モ ンゴメ リー ・ウォー ド,JCペ ニー)
も12%を 占 め た が,米 大 手 メ ー カ ー(ゼ ニ ス,RCA,GE,ア ドミラル,GTEシ ル
バ ニア,GTEフ ィル コ)は55%と 人 き く後 退 して い る。 む ろ ん,そ れ は対 日輸 入
の 激 増,外 資 に よ る米 企 業 買 収(75年 の フ ィリップスによ るマ グナ ボ ックス及 び松
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第ll表 米国 におけるTV受 像機
(281)





TV受 像 機 売 上 比 率
白 黒}
コ ン ソ ー ル 携 帯 ・卓 上
【
カ ラ ー
1954 1.3 1.0 94.5 5.3 0.2
1955 4.2 5.5 93.7 5.4 0.9
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(資料)『 電 子』1966年1月 号,24-25頁 よ り作成。
第12表 力 ラ ー テ レ ビの ア メ リ力 国 内 で の マ ー ケ ッ トシ ェ ア,1970--79年
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(資 料)J.バ ラ ン ソ ン 『日本 の 競 争 力 』107頁 。
c2ga> 米国家電産業の衰退25
下 によるクェイザー/モ トローラの買収),プ ライ ベ ー トブ ラ ン ド所 有 大手 小 売 業
者 に よ る米 企 業 か ら日本企 業 へ の調 達 先 変更 な ど の結 果 で あ った。 しか も米 国
製TVに お い て も,国 産 部 品 の 占 め る割 合 は72年 の62%か ら78年 の30%へ
(34)
と実 に半減 して い る。
そ の後,85年 に は米 国 のTV販 売 高 は60億 ドル(2,000万 台)で 民 生 用 電 子
機 器 販 売 高 の22%を 占め た が,米 企業 はGE/RCAと ゼ ニ スが各20%の シ ェ
アを維 持 して い た にす ぎな い。 しか も両 社 は海 外 か ら部 品 や半 組ｺ-品 を大 量 に
調 達 し,台 湾 で輸 出 向 け に合 計200万 台 の 白黒TVを 生産 して いた。 また既 に
78年 に は†要 米 企 業 は付 加 価 値 額 の 半分 を 海 外 生 産 に依 存 して い た と もい わ
れ る。 米 国 市場 の シェ ア構成 は78年 に は米 国製59%,日 本製23%,オ ラ ンダ
製7%,韓 国 製0%,台 湾 製0%,そ の他11%で あ ったが,86年(GE/RCAの 売
却 前)に は米国 製43%,日 本製34%,オ ラ ンダ製10%,韓 国製3%,台 湾製
1%,そ の他9%と,米 国 製 の シ ェ ア が 更 に低 下 した。 特 に83年 に は 日本 は
1,300万 台 の テ レビを生 産 し,米 国500万 台,ヨ ー ロ ッパ800万 台,台 湾100万
(35)
台,韓 国300万 台 と他 を圧 倒 し,規 模 の経 済 効 果 を完 全 に手 中 に した。 さ らに
87年 に はGE/RCA(85年 にRCA買 収)が 不 振 に 陥 った民 生 用電 子 機 器 部 門 を
トム ソ ンに売 却 した ので,米 企 業 で残 存 して い るの は 市場 シ ェア15%で ジ リ貧
(36)
傾 向 にあ るゼ ニ ス社 のみ とな った。
結局,米 企 業 は市 場 の変 化 を見 誤 り,敏 速 な対 応 に後 れ を取 ったの で あ る。
需 要 が小 型TVへ とシ フ トして い るに もかか わ らず,ゼ ニ スやRCAな ど大企
(37}
業 は70年 代 半 ば頃 まで利 幅 の大 きい コ ンソー ル型 の生産 に固執 した。だ が,小
型TVは コ ンソー ル型 に比 べ て所 得 弾 力性 が6倍 も高 く,高 所 得 層 まで もが 日
本 製小 型TVを 選 好 す るよ うにな った。 その た め米 企業 は経 営 不 振 に陥 り,買
収 や 合併,あ る いは撤退 を余 儀 な くされ た。 こ う して米TVメ ーカ ー は68年
の18社 か ら80年 に は13社 へ と減 少 し,し か も この うち9社 は外 国 企 業 所 有
とな ったの で あ る。 残 存 す る企業 もコ ス ト削減 の たあ に低賃 金 国 へ の工 場 移転
と逆輸 入 を加 速 させ たか ら,国 内 に は最 終組 立部 門 しか残 らな くな った。 日本
製CTVの 流 入 に最 も激 し く抵 抗 した ゼ ニ スで す ら70年 代 初 あ に は国 内 工 場
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を縮小 し,台 湾や メキシコへ生産拠 点を移 したので(38)。
ところで,米 企業の海外生産 は戦後 の国際政治 的背景 と密接 な関連 を持 って
いた。米 国の税制 や関税政策 は対外政策 を遂行す る上で重要 な発展途上国の経
済開発 とい う問題 と深 く結 び付 いて いた。従 って,米 企業 の海外進 出は対外競
争 力を強化 す るとい う面 の外 に国 際政治 にお ける国家戦 略 に促 され た側面 も
あ った。67年 以 降 米企業の海外生産 が本格化 す ると,僅 か5年 で輸入TVの
シェア構成 は激変 した。66年 の時点で は輸入TVの99 .9%は 日本製 だ ったが,
67年 に は米 系海外 子会社製 白黒TVが 忽 ち輸入全体 の5.1%を 占め,72年 に
は52%に 達 した。むろん,日 本製 白黒TVの シェアは67年 以 降減少 したが,輸
入数量 は逆 に67年 の120万 台か ら71年 の250万 台へ と倍増 して いる。 いずれ
にせよ,日 本企業 と米系海外子会社か らの輸入急増 は国内の白黒TV生 産 に壊
(39)
滅 的な打撃を与え たので ある。 しか も国 内生産 中心 メーカー もコス ト競争 力を
維持す るために次第 に輸入部品への依存 を強めたので,67～72年 の短期間 にブ
ラウン管を除 くTV部 品 の国内生産 は実質 的に姿を消す に至 った。だが,60年
代 半ば に白黒TVの 海外生産 に拍車が掛 った頃,米 企業 はCTVが ち ょうど成
長期 に入 った ことか ら高付加価値製品へ とタイ ミングよ くシフ トす ることがで
きた。 とはいえ,米CTV産 業 は60年 代 まで開発者 と しての先行者利益 に支え
られて圧倒的な競争力を保持 した ものの,こ の利益 の事受期間 は白黒TVの3
(40)
分 の1に す ぎず,73年 以 降 早 く も減 産 に追 い込 まれ た ので あ る。
こ う して67年 以 降 米 企 業 の多 くが 白黒TVの 組r _・部 品 工場 を低 賃 金 国
へ移 転 す る一 方 で,国 内生 産 中心 メー カ ー はCTV生 産 に特 化 した。 もち ろん,
低 賃金 国 へ の 一r,場移転 は米 国 の税 制政 策(海 外投資優遇税制等)や 外 国 の租 税 ・
く　り
貿 易政策 によ って も促進 された。 また賃金格差を考 えれば,米 企業 が競争力回
(42)
復 のために低賃金国 へ陸続 と進 出 したの も無理 か らぬことではあ った。 しか し
米企業 の競争 力喪失 は何 も高賃金 のためばか りで はなか った。 とい うの も,60
年代後半 に米国の組 立労働 コス トは直接 コス トの僅か15%に すぎずy当 時の 日
本製輸 入TVが8%の 関税 と約10%の 輸送 ・保険 費用 を負担 して いた点 を考
(43)
慮すれば,賃 金格差 を過大評価す ることはで きないか らである。
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日本 製TVが 国 際市 場 へ 進 出 した の は60年 代 に入 って か らの こ とだ が,早
くも60年 代 末 に は米 国 市場 を支 配 す るに至 った(69年 に日本のTV生 産台数 は世
界一)。 白黒TVの 日米卸 売 価格 の推 移 を見 て も,日 本 製 は56年 に米 国製 よ り
(44)
80%も 割 高 だ った が,64年 に逆転 し,70年 に は米 国製 の3分 の1と な った。そ
の結 果,日 本 は67～70年 に生 産 を130万 台 か ら630万 台,輸 出 を30万 台 か ら
150万 台 へ と激 増 させ た が,米 国 の生 産 は67年 に500万 台 を超 え て か ら停 滞
し,70年 に は国 内市 場 の17%を 輸 入 品 に奪 わ れ た ので あ る。かか る事 態 に直面
して米 企業 はオ ール ・ソ リッ ドス テー ト式 へ の転 換 な ど正攻 法 で はな く海外 生
産 を以 って臨 ん だ。そ の ため 日本企 業 は60年 代 末 に は米 国小 型CTV市 場 を 支
配 し,量 産 効 果 と高 収 益 を享 受 しなが らオ ール ・ソ リッ ドス テー ト技 術 に基 づ




元来VTRは 米国 の発 明品であ ったが,結 局 は技術,製 造,販 売面 にお ける外
国企業 の優位 によ って圧倒 されて しま った。VTRは 米国で70億 ドルの市場規
模 を持 ち,主 要民生用電子機 器の1つ であ ると同時 に米国の国際収支赤字要因
ともな って いる。 そ こで,米 企業がなぜ家庭用VTRの 開発及 び生産競争 に後
れを取 ったのかを見てお くことに しよ う。
VTRは その性能 が電気 回路,磁 気素 材及 び電気機械 とい う異 な った技術 の
融合 に依存 して いるシステム製品である。製品の性能 を高あ るには新 しい部品
技術 を巧妙 に統合 しT利 用可能な技術 の性能 を絶えず向上 させ よ うと努力す る
以外 にない。っ ま り製品の性能 は設計 の問題 のみ な らず,製 造技術 と も密接 に
結 び付 いてい るので あ る。 また コ ス ト削減 は機 械装 置の大量 かっ高精度 の組
立,回 路基板 の大量生産,磁 気系統及 び機械系統 の部品を正確 に組 み 立て る技
術 の革新 に依存 してい る。 それ故,競 争優位 に至 る道 は持続 的な設計技術の改
(46}
善 と設計 及 び製造 の統 合 にあ る といわ れ るの だ。
さて,米 ア ンペ ックス社 は56年 に世 界 初 の放 送 用VTR(4万5,000ド ル)を
発 表 し,特 許 と技 術 を テ コに60年 まで この分野 でRCAを 押 え て世 界一 の座 を
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(47)
確 保 した。 同 社 は60年 に ソ ニ ー との 間 に技 術 供 与 契 約 を締 結 し,非 放 送 用
VTR開 発 を許 可す るの と引 き換 え に トラ ンジ ス タ技 術 の供 与 を受 け,家 庭 用
VTRの 開 発 を 目指 し始 めた。63年 頃 にな る と,家 庭用VTRは 使 いや す く安
定性 の あ る製 品 が数 百 ドル の価 格 で売 り出 され れ ば,巨 大 な市 場 に発 展 す る と
期待 され るよ うに な った。 ア ンペ ック ス社 は2っ の事 業部 で個 別 に開 発 を進 め
たが,そ れ まで高 性 能 ・高価 格製 品 に重 点 を置 い て きた ので 量産 技 術 に欠 けs
故障 の多 発 や安 定 性 の欠 如 な どの 問題 に逢着 して挫 折 せ ざ るを得 なか った。
そ の 後68年 に ア ンペ ック ス社 は再 び家 庭 用VTR開 発 計 画 を 復 活 させ,70
年 に は カ ラ ー ビデ オ を60分 ま で記 録 で き るカ ー トリ ッジ式 録 画再 生 シ ス テ ム
で あ る イ ンス タ ビ ジ ョ ンの試作 機 発 表 に漕 ぎ着 けた。 だが,イ ン ス タ ビジ ョン
は価 格 が1,500ド ル とか な り割 高(ビ デオカメラ付 は更に500ド ル割増)で あ った
上に,量 産 化 に も失 敗 して9,000万 ドル もの損失 を被 った。 しか もこの試 作機
に は量産 に 不 ロ」欠 な安 くて高 質 な ヘ ッ ドと安 定性 の あ る走 行 系 の設 計 とい う点
で 難点 が あ った。 そ こで,打 開 策 と して東 芝 との合 弁会 社 東芝 ア ンペ ッ クスで
生 産 す る こと に したが,こ の間 の 時間 の空 費 と東 芝 ア ンペ ック ス社 の技 術 者 が
量産技術 に未熟 であ った ことなどが重 な って再 び量産化 に失敗 じ型。結局 同
社 は価 格 よ り も品 質 が 重視 さ れ,リ ス ク も少 な い放 送 設 備 市場 へ と撤 退 して
行 った ので あ る。 これ に対 して家 庭用VTRを 支 配 した 日本企 業 は その利 益 と
技 術,規 模 の経 済 性 を利 用 して業 務 用 ・放送 用VTRlf∫ 場 に も参 入 し,こ の分
野 で もア ンペ ッ クス社 の地 位 を脅 か す ことに な った。
カ ー・トリッジ ・テ レビ ジ ョ ン社(CTI)も70年 代 初期 に家 庭 用VTRの 開 発
を試 み た が,失 敗 に終 った。CTIは 簡 単な カ ー トリッジ付 き ビデ オ録 画 ・再 生
装 置 を コ ンソー ル型TV(ウ ォーウィック社,ア ドミラル社,パ ッカー一ド・ベル社製な
ど)に 組 み込 み,72年 に1,350ド ル(オ プションの白黒 カメラは250ド ル)で シ
ア ー ズ社 か ら発 売 した。 さ らに コロ ン ビア社,ユ ナ イ ッテ ド ・ア ー チス ッ社,
タイ ム ライ フ社 な どが200本 以上 の映 画 ソフ トを提供 し,1本3ド ルで 貸 出 す
こ とに よ り側 面 支援 す る こ とにな って い た。そ の後,同 社 は73年 にVTR単 体
を900ド ルで発 売 した が,ソ フ ト不 足 と装 置 や テー プ ・カ ー トリッジの欠 陥 問
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(49)
題 に よ り同年 半 ば に破 産 の憂 目を見 た ので あ る。
最 後 に,RCAは60～70年 代 にか けて米 国最 大 の家 電 企 業 で テ レビの生 み の
親 で もあ った。 だが,VTRの 実 用化 で は製造 上 の困難 に直面 す る一 方 で,ソ
ニ ーが ベ ー タマ ック スで成功 し,フ ィ リ ップ ス社 も急 速 に製 品化 を進 め て い た
こ とか ら,RCAは74年 にVTRの 自社 開発 を断 念 し,77年 に は外 部技 術 の導
入 を決 定 した。 とい うの もRCAは72年 にマ グテ ー プ とい う名 称 のVTRを 発
表 したが,市 場 調 査 の結 果 で は価 格 を800～1,000ド ル に押 え な けれ ば売 れ な
い と判 明 した に もか か わ らず,1,000ド ル以 下で は生 産 が で きず,採 算 を考 え
れ ば2,000ド ル以 上 に価 格 を設 定 す る必 要 が あ ったか らで あ る。 しか もRCA
の量産 技 術 はヘ ッ ドの寿命 や走行 系精 密 部 品 な どの点 で 問題 が あ った。 そ こで
結 局,RCAは ソニ ーの ベ ー タマ ック ス技術 の導 入 を避 け,VHS特 許 に基 づ く
自社 仕 様 に よ り 日本 で製 造 され たVTRを 販 売 す る こ とに した。 ゼ ニ スやGE
が 日本 製VTRを そ の まま販 売 した の に対 して,RCAは 自社 の設 計 能 力 を極
力維 持 しよ うとす る ことで面 目を保 ったの で あ る。
この よ うにRCAは 製造 困 難 か らVTRの 実 用 化 を断 念 す る一 方 で,代 わ り
に製 造 コ ス トが 半分 で済 み大 規模 な 市場 を期 待 で き る ビデ オデ ィス クの開発 に
専 念 す る こ とに した。だ が,こ れ に も大 きな困 難 が伴 って い た。RCAが 選択 し
た ピ ック ア ップ技 術(コ ンデンサーと針を使用)は 日欧 企業 の レーザ ーデ ィス ク
技 術 と比 べ て,塵 や油 の よ うな環 境 因 子 に過 敏 で あ った ことか ら発売 が大 幅 に
遅 れ た。 そ の原 因 は製 品設 計 部 門 と製 造部 門 との間 の連携 不足 な どの点 に あ っ
(50)
たが,こ の遅 延 の間 にVTR市 場 は急 速 に拡 大 し,ビ デ オ デ ィス クの発 売 を 不
可能 に す る ほ どの水 準 に まで 価格 が下 落 し,RCAは ま さ に長蛇 を逸 す る こ と
にな ったの で あ る。
これ ら3っ の ケー スを検 討 して見 る と,米 企業 は設 計 が複 雑 で,製 造 コス ト
が高 く,競 争 力 のあ る社 内製 造技 術 を持 って い な い とい う問題 を抱 え て いた こ
とが わ か る。経 営 陣 も膨 大 な額 の損 失 に肝 を潰 し,投 資 の継 続 を 断 念 して し
(51)
ま った。一 方,日 本 のVTR産 業 が成 功 した要 因 は以 下 の点 にあ った と い う。ま
ず,日 本 に はテ ー プ レコー ダ とテ レ ビとい う2っ の 先行産 業 が同 時 に存 在 し,
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しか も両産業で有力 な位 置を占めていた企業が多か った点 である。対照的にy
米企業 は前述 の如 くテープ レコーダ産業で早い時期 に日本企業 によ って駆逐 さ
れて しまった。第2に,VTRの 生産 に必要 な部品 は採用部品点数 の多 さ,部 品
の多様 さ,部 品 の精密 さとい う点 で裾野 が極 めて広か った。 というの も部品 の
精密 さは従来 の電子機 器 と1ケ タ違 いtそ のため に単 に部 品点数 だ けで はな
くY精 密加工や精密実装 の技術 が部晶関連 で必 要 とされ るようにな ったか らで
あ る。家庭用VTRにLSIが 採用 され る前 の70年 代後 半におけ る標準 的な製
品の部品点数 を比較 す ると,使 用部品総数(電 子 ・機械部品)は テープ レコーダ
の5倍,CTVの3倍 に達 し,約3,000点 ほどの部品が1台 のVTRに 搭載 され
ていた とい う。しか も70年 代 の石油危機以降,日 本 の電 子部品産業 は生産 工程
の機械化 と電子部品の高性能化 を図 りs企 業の体力向 上に努 めた。 その結果,
部品性能 の向上 は電 子機器 の小型化 を容易 に し,機 器 の小型化を進 めるセ ッ ト
メーカー と部品 メーカーの関係 を緊密化 させ,共 同開発体制 に依拠 しなが ら
(5`L)
VTRの 量 産 化 を実 現 させ る こ とにな ったの で あ る。
[2]衰 退要因
(1)国 内
米国民 生 用電 子機 器産 業 は70年 代 前 半 まで 世界 一 の規模 を誇 って いた。
CTV産 業 では71年 頃に 日米逆転が決定 的 とな っていたが,72年 にお いて も米
国民生用電 子機器 の生産額 は 日本 の1.3倍 に達 してお り,日 本 が米国を凌駕 し
(53)
たのは漸 く76年 に至 ってか らの ことであ る。 しか し70年 代 に 日本の輸 出攻勢
でCTVの 販売競争 が激化 す ると,米 国CTV産 業 は有効 な対策 を講 ず る こと
もで きず衰退 して行 った。 それ は何故だ ろうか。
第1に,米 企業 は短期利益志 向が強 く,内 外 市場 や製品 ・製造技術 に対す る
長期的経営戦略 を欠 いていた。 そのため研究開発費が抑制 され る一方で,高 収
益分野へ の多角化が闇雲 に追求 された。 しか も米企業 は大型 コンソール型 など
利幅の大 きい製品 に固執 し,利 幅 の薄 いポー タブル型 などにはほとん ど関心 を
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外 に冷淡だ った。む ろん,そ れ は自黒TVが 成長期 を迎 えた時期に,米 国政府
が欧州や 日本の復興 とい う国家戦略 を優先 して欧州諸国の高関税や 日本の輸入
割当 ・直接投資規制 を容認 した結果 で もあ った。米企業 は輸 出に代 えて欧州 で
は現地工場 の建設,ま た 日本では技術 ライセ ンスの供与 によって利益 を.Lげ よ
うと した。 だが,こ れ は短 期的にはともか く長期的には米企業 の競争力を蝕 む
ことにな った。 とい うの も,米 企業 は内外技術格差の縮小 と海外 市場開拓 の怠
(54)
慢 によ り規模 の経済効果 を十分 に享受す ることがで きな くなったか らである。
日本製TVは60年 代初頭 で も平均卸売 価格で米 国製 よ り150ド ル も高 く,
小 さす ぎて画像 も不鮮 明だ ったか ら,米 国製TVが 日本市場を席捲す る可能性
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は ト分 にあ った。 しか し60年 代半ば に日本 は急速 に競争力を高め(生 産性では
就 綱 が灘 にあったが,第13表 の如 く部品のほとんどで肺 の方力i安価であ 禦) ,
70年 代 に は国 際 的優 位 を確 立 した。そ れ は 日本 企業 が フル ライ ン政 策 に基 づ い
て品 揃 を豊 富 にす る と同 時 に部 品共 通 化 に よ りコ ス ト削減 を追 求 し続 け た結 巣
であ る。
第2に7米 企 業 は技 術 革 新 の面 で も後 れ を取 った。 日本 企 業 は トラ ンジ ス タ
化,IC化,単 一 基 板 設計 な どを通 じて 品質 と信 頼性 を改 善す る と同 時 に,大 き
さ,重 量,消 費電 力,コ ス トな どの 削減 に成 果 をLげ た。 日本 企 業 が製 造 しや
す い設 計 を重 視 し,自 動 挿 入機 械(特 に柔軟でプログラム可能な装 置)を 積 極 的 に
導 入 した こ と も,労 働 コス トの削減 と信 頼 性の向 上 に著 し く貢 献 した。一 方,
米 企業 は コス ト削 減 のた め に投 資 を抑制 し,安 い海外 労 働 力 に依 存 す る道 を選
ん だ。しか しコ ス トを左 右 す るの は実 は労 働 力 で はな く部 品 で あ った。例 え ば,
71年 に ゼ ニ ス社 製19イ ンチ型CTV(小 売価格 は460ド ル)の コ ス ト内訳 は直接
労 働18ド ル(部 品挿入作業5ド ル),資 材168ド ル(う ち70ド ルがブラウン管の費
用)で あ った(67年 頃の米企業の原価構成 は第14表 のよ うにな っている)。 また84年
に は直接 労 働 コ ス トは海 外 生 産 や 自動 化 や設 計 変 更な どに よ って70年 代 初 頭
の6分 の1以 下'に低 下 した とい う。 しか も自動 化 の遅 れ は欠 陥数 の多 さ に も直
結 して い るの で あ る。例 えば,製 造 過 程 で の欠 陥 数 は77年 に米国 製 が1台 当 た
り1.4～2箇 所 で あ っ た が,日 本 製 で は 僅 か ・.。1～ ・.・3箇 所 に す ぎな か 浬 。
む ろ ん,オ ー ル ・ソ リ ッ ドス テ ー ト化 へ の 取組 の相 違 も 目米 逆 転 の一 因 で
あ った。試 作段 階 で は モ トロー ラ社 が66年 に先鞭 をつ け たが,実 用 化 で は 日 立
が69年 に世界 で 初 めて成功 した。 そ の結 果,日 本 企 業 は71年 まで にCTVの
全 機 種 ソ リッ ドス テ ー一ト化 を達 成 した(70年 は90%)が,米 企 業 で は74年 に
CTVの73%,白 黒TVの39%が ソ リッ ドステ ー ト化 され た にす ぎな い(70年
頃まで米国製CTVは 第15表 の如 く真空管式が圧倒的)。RCAも75年 後 半 にな って
や っと全 機 種 の ソ リッ ドステ ー ト化 を実 現 した とい う有様 で 誌碧 。春 秋 の筆 法
を借 りれ ば,日 米 技 術逆 転 の転 換点 は 日本 が オー ル ・ソ リッ ドステ ー ト化 に伴
う製 品及 び製造 工程 の革 新 に逼 進 した この時期 に あ った と いえ よ う。 日本 企 業
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(資 料)『 電 子 』1967年8月 号,17,25,32,38頁,9月 号,10頁 。
第15表CTVの 半導体 ・真空管使用比率
(単 位:%)
企 業 IC トラ ン ジ ス タ 真 空 管 総 計
ア ド ミ ラ ル (1) 14 86 100
エ マ ー一 ソ ン (D 11 89 100
GE {2) 23 77 100
一
マ グナ ボ ッ ク ス 82 goo 一





























シ ル バ ニ
ー 一一一 圏
ゼ ニ ⊥L -一
(資料)「 電子』1970年11月 号,34頁,主 要米企業8社 。
(注)ω 僅少。②実験 用 テ レビのみ使用。
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(資 料)『 電 子 工 業 年 鑑1980』719頁 。
はオ ール ・ソ リッ ドステ ー ト化 に よ って労働 コ ス トの上 昇 を抑制 し
,価 格 競 争
力 を維 持 す る ことが で きた。 しか もこの転 換 に要 した コ ス トは長 期 的 に はオ ー
ル'ソ リッ ドステ ー ト化 に伴 って可 能 とな った生 産 工程 の 自動 化 や生 産 性上 昇
　 ラ
によ って ト分 に相 殺 され た ので あ る。
と ころで,日 本 企 業 が 自黒TVの トラ ンジ ス タ化 を試 み た の は59年 だ った
が,早 くも61年 に は輸 出用 トラ ンジス タTVの 生産 を開 始 し,輸 出 も軌 道 に
(59}
乗 せ る こ とが で きた。またCTVが 普 及 す る に伴 って,日 本 で は300W以 上 の電
力 を消 費 す る真 空 管 は不 経 済 だ とす る声 が高 ま った。 そ こで,日 本 企業 はまず
68～69年 に真 空 管 と トラ ン ジス タを併 用 したハ イ ブ リッ ド回路TVを 発 売 し
,
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次 いで70年 に主 力機 種 の ほ とん どを オ ー ル ・トラ ン ジス タ式 に切 り替 え た の
で あ る。 因 み に,オ ー ル ・トラ ンジス タ式 は真 空 管式 に比 べ て消 費 電 力 が2分
の1か ら3分 の1で,故 障 率 も極 めて低 く,ア フ タサ ー ビス も大 幅 に合 理化 さ
れ るな ど多 くの利 点 を持 って いた。さ らに71年 以 降 従来 の トラ ンジ ス タに代
わ ってIC(集 積回路)が 使 用 され る よ うにな り,製 造工 程 とア フ タサ ー ビスが 更
に合理 化 され た。そ の結 果,国 内需 要 が急 速 に拡 大 し,TV出 荷 台数 は73年 に
は650万 台 を記 録 した ので あ る。
しか し同年 末 の石 油危 機 に よ って事 態 は一 変 し,原 材料 の高 騰 に伴 う生 産 原
価 の上 昇 と深刻 な消 費 不況 が襲 って きた。 これ に対 して 日本 のCTVメ ー カ ー
は原価 抑 制 と合 理化 の た め に所 要 部 品点 数 を30%余 り削減 し,自 動 挿 入装 置 を
導 入 して生 産工 程 を大 幅 に短 縮 した。 こ う した努 力 の結 果,日 本 製CTVは 製
造 原 価 の抑 制 と品質 向上 に成功 し,世 界最 高 の品質 と折 り紙 を付 け られ るまで
にな.チ製。 また石油危機 に伴 う電 力不足 に対応す るため,日 本企業 は予熱 によ
る瞬間受像式TVの 改善,回 路 の合理化 による低消費電力受像機 の開発 など節
電型TVへ の転換 を急速 に進 めたのである(第3図)。
第3に,米 企業 は設計や生産工程 の改善 に後れを取 り,海 外生産やOEM調
達 に走 り,結 局 は競争 の激 しい分野 か ら撤退 を余儀な くされた。海外生産 は特
に60年 代 末か らコス ト削減 の切札 と して積極的 に活用 され た。 ドル高 の ピー
ク以 前 の83年 で す ら,米 国 の海 外 生 産 比 率 は 日本 の僅 か3.9%に 対 して
17.3%に も達 していた。確か に,海 外生産 は60年 代 と70年 代 には内外賃金格
差を解消す るのに役立 ったが,長 期 的には技術移転を通 じて発展途上国を新 た
な競争相手 と して作 り出す ことになった。海外生産 は海外組立用 に部品を輸 出
し,組 立完了後 に製 品を再輸入 した場合 に海外付加価値分 のみが課税 され ると
い う米国関税率表807.00条 項 によ って大 いに鼓舞 された。 しか し発展途上国
が技術力を高 めると共 に,米 企業 は外国製部品への依存を強めて行 った。 こう
した米国企業 の安易 な海外生産戦 略 は製品設計 と生産 システム設計 を人為 的に
分断 し,米 企業 の特徴 ともいえ る生産工程 に対 す る無頓着 さを更 に助長 す るこ
とにな った。米企業 のOEM濫 用 も経験 的蓄積 を基礎 と して生 み出 され る新製
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品 の開発 生産の 可能性 を放棄 させる ことにな ったので認 。
例 えば,TVは 典型的 な量産品であ ると同時 に変化 の激 しい商品で もあ った
が,米 企業 はそれを成熟品 と看倣 し,製 品や工程 の改善 には無関心 だ った。対
照 的 に 日本企 業 は生産 工程 の 自動化 や ソ リッ ドステー ト化 をい ち早 く実施 し
た。 とい うの も真空管 か ら トラ ンジスタやICへ の転換 は部品点 数 の削減 や信
頼性の向上や労働 コス トの低下 といった利点を随伴 したか らで劣饗。 むろん,
自動挿入 ・検 査機械 も労働 コス トの削減や信頼性 の向上 に 目覚 しい成果 を上 げ
た(68年 に日本は自動TV組 立機械の第1世 代を導入)。単一回路基板設計 もまた部
品点数 を激減 させ,信 頼性 とコス トを大幅 に改善 させたのであ る。
同 じことがVTRに おけ る日米企業の成功 と失敗 とい う対照的 な結果 につ い
て もいえ る。VTR開 発 には多様 な技術 の効果 的な融合 と消 費者に とって 十分
魅力的 な低価格を実現す る製造技術が不 可欠 であ った。 しか もコス ト削減 は機
械 の大量 かっ正確 な組立,回 路基板の量産,磁 気的 ・機械的組 立部品の正確 な
組立な どに依存 していた。 っま り成功 に至 る道 は持続的 な改善活動 と設計 ・製
造 の統合 にあ ったのであ る。 日本企業 は設計担 当者 にコス ト目標 を与えTコ ス
ト削減が可能 な設計変更 を最大限 に活用 して きたが,米 企業 は伝統的に製造工
程 よ りも新製品の品質や性能 を重視 し,製 造 しやすい設計な どに関 して はとん
(63)
と無頓着で あったのであ る。
第4に,米 電機 メーカーの軍需依存体質 も民生品市場 における競争力を弱体
化 させた。軍需 は民生品市場 で は採算 の合わないよ うな生産要素 を重視 し,生
産量 も少 な く・価格が コス ト ・プ ラス ・ベースで決定 され るな ど特殊 な市場 で
あ った。 しか も軍需品 は冗長性が重視 され,商 業 ベースか らは不必要 で無駄 な
設計が施 され,信 頼性 が高 い代わ りに製造 コス トが割高 とな った。民生品市場
での必須条件 は流行性,高 信頼性,単 純 な設計,低 コス トなどであ る。必要以
上 の設計 は生産 コス トを押 し上 げ,失 敗 を招 くだ けだが,米 国 の技術者 はコス
トに余 り関心 を払 わず,画 期的 な製 品の開発 しか考えない傾 向が強 い。 また米
企業 はVTRや メモ リーのよ うに変化 の激 しい量産品で利益率 も低 い分野 か ら
は撤退す るのが賢明 と考 えが ちであ る。だが,こ のよ うな企業行動 は次世代製
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品 の開 発 ・生 産 能 力 を著 しく弱 体化 させ る ことにな った。 とい うの もVTRの
開発 で主 導 権 を握 った企 業 のみ がCDレ コー ダー やDATの 開 発 を可能 にす る
こ とがで きた か らだ。結 局,60年 代 前 半 まで主 要 家 電 メー カ ーで あ ったGEや
RCAは 民 生 用 電 子 機 器 分 野 か ら撤退 し,軍 需 や ハ イ テ ク製 品 や金 融 サ ー ビス
{64)
に経営 の重点 を移行 して行かざるを得 なか ったのである。
(2)日 本の台頭
日本企業 は設計 ・製造能力 を向上 させなが ら,徐 々に高付加価値品へ と進 出
し,国 際的優位 を確立 した。60年 代 には対 日技術優位を保持 していた米家電産
業 はつ いに 日本のCTV市 場 に食 い込 む ことがで きなか った。 一方,日 本企業
は米国 の消費者 ニーズに合せてデザイ ンを変更 しなが らCTV市 場 を席捲 して
Cs5)
行 った。 確 か に,日 本 の競 争 力 は当 初 は低 賃 金労 働,低 資 本 コ ス ト,政 府 の奨
励 や保 護 な ど に よ って助 長 され て いた側 面 もあ るが,や が て製 造 ・製 品技 術 の
優位,低 コス ト流 通 チ ャ ンネ ル,世 界 市場 の支配(規 模の経済)な どが重 要 な要
(ss)
素 とな っ た。 こ う して70年 代 末 に は 日本 企 業 は第16表 の よ う に 工 場 出 荷 段 階
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で5～20%の 対米 コス ト優位性 を持 つに至 ったのである。
日本企業 は60年 にCTVに 本格 的 に進出 し,76年 には1,000万 台超 の生産
を達成 して世界一 とな った。 む ろん,TV産 業の成長 は関連部品産業 の発展を
促 し,今 度 はそれが電子機器 の競争力を支 え ることにな った。 また 日本の成功
に とって決定 的 に重要 だ ったの はTV受 像機 に ソ リッ ドステー ト技術 を取 り
入れ,対 米技術優位 を確立 した ことで ある。日本 は ソリッ ドステー ト化 ・IC化
によ り生産 の自動化や品質改善 と同時 に消費電力や部品点数 の削減 を実現 し,
70年 代半 ばの石油危機 やその他 の経 済的問題 を克服 して高成 長 を続 けること
がで きた。とい うの も,CTVの ソ リッ ドステ ー ト化 には①節電(消 費電力は真空
管式の60%以D,② 故障率激減,③ 部品 の高度 な複合化 ・IC化 によ る使用部品
点数削減 と組 立工程 の短縮化 による劇的な省力化,④ 部品 自動挿入装 置の積極
的な導入 な ど組 立工程 の 自動化(自 動挿入装置は1台 で7人 分の作業ができ1人 で5
(67)
～6台 監視可能)と い った利点があ ったか らである。
では,日 本企業 の競争力 はその源泉 を何処 に求 め うるのか。第1に,日 本企
業 は長期的戦略を持 ち,製 品 ・生産方法の研究開発や新製品の商品化 に弛 まぬ
努力 を傾注 して きた。 第2に,日 本 には組立 メーカーの要求 に機敏 に対応 し得
る強力 な部品産業 が整 っていた。家電 のよ うに変化の激 しい産業 で は頻繁 な設
計変更や エ ンジニア リング変更が常態 なので,そ れ に対 して機敏 に対応 し得 る
部 品産業の存在 は不可欠 といえ る。 日本で は,長 期的な取 引関係 と競争原理を
両 立 させなが ら部品 メーカーの技術力,設 計開発力,品 質保 証体制 を向上 させr
技術革新や設計変更 に迅速 かつ柔軟 に対応で きるシステムが構築 されて きたの
(68)
であ る。第3に,日 本企業 は家電製 品ばか りで はな く電子機器全般の生産 に携
わ る総合電機 メーカーで あることが多 く,共 通 の部品や製造工程を利用 して家
電製品や産業用電子機器 の間に共通 の技術 を形成 す ると同時に規模の経済効果
を享受す ることがで きた。例えば,CTVやVTRを 生産す る日本企業 は半導体
部 品を自社生産 し,製 品開発 と費用効率 の改善 に成果 を上 げてい る。 というの
も,自 社製品用半導体 を社内で 自給で きれば,部 品 と最終製 品を計画段階か ら
Cs9)
統 合 し,設 計 を調 整 す る ことが容 易 だか らで あ る。
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第4に,日 本企業 は単位当た りコス ト削減 と不良率低下を 目指 して絶え間な
い製品改善 や生産工程 の改良に努力 して きた。 日本企業 は製品の高度化 のため
に部品点数 の削減 と生産方法の改善を積 み重ね,製 造 コス トの低下 と同時 に品
質 ・信頼度 の向上を実現 して きた。特 に石油危機後,材 料費や人件費の上昇 に
よってIC化 を中心 と した部品点数 の削減が追求 された。 例えば,三 洋電機 岐
阜 工場 では,CTV部 品 は19型 で69年4月 ～78年9月 に65%,ま た14型 で も
C70>
71年7月 ～78年9月 に50%も 削 減 され て い る。 む ろん,IC化 や部 品点 数 削減
は同時 に 自動 化 推 進 の過 程 で もあ った。 特 に プ リン ト基板 実 装 の 自動 化 は大 幅
な人 員 削減 を 可能 に した。日本企 業 は70年 代 末 まで に はCTVの プ リン ト基板
に対 す る部 品 自動挿 入 率 を75%以 上(三 洋電 機 岐 阜 工場 で は76年80%,78年
100%)に 引 き上 げた とい う。
因 み に 自動 挿 入 機 械 の効 用 は① 大 幅 な ス ピー ドア ップ,② 作 業 ミスの排 除
(人間による単純作業の信頼性 は95%,機 械 は99.8%),③ 経済 性(能 率 は人間の6～7
倍)に あ る。 また プ リン ト基板 は① 品質 の均 一性,② 小型 軽 量化,③ 量 産 化,④
組 立 ・配線 ・検 査 の工 数 削減,⑤ コス トダ ウ ン,⑥ 標準 化,⑦ 機 器 の ユ ニ ッ ト
化 な どを 可能 にす る利 点 が あ ったが,① 設 計 変更 が難 し く,② 多 品 種少 量 生産
で は割 高 にな る とい う欠 点 も持 って いた。 その点 で プ リン ト基板 は少 品種 多量
(71)
生産 を特徴 とす る家電製品 にはまさに最適 といえたのであ る。
こうして部品点数 の削減 は挿入 とハ ンダ付 けの 自動化 を可能に し,不 良率低
下と製品の信頼性 向 上に大 きく寄与す ることにな った。その結果,79年 当時,
日本製CTVの 不良率 は僅か0.4%に す ぎなか ったが,米 国製 は5%に も達す る
(72)
こ とに な り,彼 我 の格 差 は決 定 的 とな った ので あ る。
IVむ す び
米国家電 産業 は50年 代 に国 内 ラジオ市場 を,ま た60年 代 と70年 代 には最
後の砦 ともい うべ きTV市 場 の大半 を外国企業(特 に日本)に 奪 われ,80年 代 に
は巨大なVTR市 場 をなす術 もな く躁躍 されたので ある。 畢寛,米 国家電産業
の歴 史 は基本的 に今 世紀前 半にお ける高成長 の歴 史の後 に,50年 代以降の コス
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トをあ ぐる,ま た次 には信頼性 と品質 をめ ぐる外国企業 との競争 に直面 して敢
えな く敗退 して行 った米企業の衰退 と撤退 の ドラマであ ったといえよ う。 それ
か あ らぬか米国で は,最 近40年 間 に新 たに家電産業 に参入 した企業 は皆無 と
(73)
伝え られる。
思 えば,米 企業 が高利潤 を得 られ る大型TVで シェア獲得競争 を演 じてい る
間に,日 本企業が小型低価格TVの 販売を通 じて市場参入の足場 を築 いた。 し
か も石油危機以後,日 本企 業 は コス ト削減 と品質 向上 の一 石二鳥 を狙 ってIC
化 や プ リン ト基板 の利用 を積極 的 に推 進 した。IC化 や プ リン ト基板 の利用 は
部品点数 と工程数 を削減 して部品 自動挿入機械 や 自動検査機 などの導入 を可能
に し,徹 底的な コス トダウンと目覚 しい品質 改善 を実現 した。 それ によ って当
然,日 本 企業 は価格競争 力の みな らず品質面 での非 価格競争 力を も強化 させ
た。消費電 力が減少 すれ ば発熱量が減 り,部 品寿命 も長期化す るので,電 気料
金 や修理代 は節約で きる。そのたあ 日本製CTVは 高い信頼性 と評価を獲得 し,
対米輸 出を激増 させ,つ いに米企業 の牙城であ る大型高級CTV市 場 まで制覇
す るに至 った。 これに対 して対米輸 出 自主規制 を 目的 と した 日米市場秩序維持
協定(OMA)は 米国 内TV産 業 の空洞化を もた らす と同時 に 日本製TVの 高付
加価値化 を促進す るとい う予期せ ざる結果 を招 いた。 また これ に伴 い 日本企業
が現地生産へ の転換 に拍車を掛 けたので,日 本の輸出 は米国CTV市 場 で76年
の30%か ら77年22%,78年14%と シェアを低下 させたがs既 に78年 には現
(74)
地生産が輸 出台数 と並ん だのである。
か くして米 国家電産業 は最後 の砦 た るCTV市 場 の大 半を失 って,衰 退 に拍
車 が掛 り,貿 易収 支 に も深 刻 な影響 を及 ぼ した。80年 代初頭 まで黒字基調 に
あ った米 国の電子機器貿易収支 は83年 に赤字 に転落 し,87年 には40億 ドルを
超 え る赤字 を記録 した。少 くな くと も83年 まで は民生 用電子機器 の赤字 は他
の電 子機器(特 にコンピュータや産業用電了機器)の 黒字で ほぼ相殺 されていた。
しか し83年 以降,民 生用電子機器 に加 えて他の電子機器 も赤字 に転落 し,競 争
力衰 退の問題が米国電子産業全体へ と拡人 したことを示すに至 った。
時 は移 り90年 代 に入 って,米 電子産業 はパ ソコンや半導体(特 にマイクロプロ
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セッサ・一 を中心 にその復権 が盛ん に喧伝 されてい る。片 や 日本 の電子産業 は家
電 や半導体 の不 況 によ って長 期 のマ イナス成長 を続 け,昔 日の栄 光 を完全 に
失 っているように見え る。 さ しもの家電王国 日本 もどうや ら米国の轍 を踏み,
徐 々に空洞 化 と競争 力喪失 に直面 せ ざ るを得 な くな るのか も知れ ない。既 に
オーデ ィオ機器 で は海外生産比率 が50%を 超 え,CTVで も93年(歴 年)に は
輸入が輸 出を凌駕 した ことな どを思 い起せば,か か る懸念 も全 くの杞憂 とはい
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